
 

 

 

 

「福島県企業版ふるさと納税マッチング会」の開催について 
 
 

東邦銀行（頭取  佐藤 稔）は、福島県との地方創生・ＳＤＧｓの推進に関する連携協定に基づき、「福

島県企業版ふるさと納税マッチング会」を開催しますので、下記のとおりお知らせいたします。 

本イベントは、寄附ニーズのある企業に対して、福島県内の自治体が、企業版ふるさと納税(注)を活用

して進めたい地方創生関連プロジェクトのプレゼンテーションを行うことで、マッチングの機会を創出

するものです。 

当行では、引き続き福島県と連携し、企業版ふるさと納税を活用した官民連携による地方創生の取り

組みを一層推進してまいります。 

（注）企業版ふるさと納税・・・自治体の地方創生プロジェクトに対して企業が寄附を行った場合に、

寄附額の最大６割が法人関係税から控除され、損金算入と合わせると寄附額の約９割が軽減される制度。

２０１６年の制度創設以降、企業の寄附件数・金額は増加傾向にあり、自治体及び企業から高い関心を

集めています。 

 

記 

 

１．開催概要 「福島県企業版ふるさと納税マッチング会」 

開 催 日 時 ２０２４年１月３１日（水） １３：３０～１５：４０ 

開 催 方 法 オンライン（Ｚｏｏｍ） 

主 催 ・ 共 催 東邦銀行・福島県 

後 援 内閣府、株式会社カルティブ 

参 加 費 無料 

参 加 自 治 体 １０団体（決定次第お知らせいたします） 

プ ロ グ ラ ム 

１３：３０～１３：３５ 開会／主催者挨拶 

１３：３５～１３：５０ 企業版ふるさと納税制度の概要説明：内閣府 

１３：５０～１５：１５ 福島県内自治体によるプレゼンテーション 

１５：１５～１５：３０ 企業版ふるさと納税制度活用のポイント：株式会社カルティブ 

１５：３０～１５：４０ 質疑応答／閉会 

２．参加申込 

  当日イベントへの参加申込は下記 URL よりご確認ください。（※開催当日まで受付可能） 

https://cms.cpriver.jp/seminar/view?seminar_id=470 

 

３．関連するＳＤＧｓ 

 

  

 

 

２０２３年１２月２２日 

東邦銀行グループでは、『とうほうＳＤＧｓ宣言』を制定し、グル

ープ全体で地域経済の活性化や社会的課題の解決に向けた取組み

を通して“地域社会に貢献する会社へ”を目指しています。 

https://cms.cpriver.jp/seminar/view?seminar_id=470


：024-523-3155
株式会社東邦銀行

法人コンサルティング部 大竹、村上

〒960-8633 福島県福島市大町3-25

福島県内の自治体さまから、企業版ふるさと納税を活用して進めたい取組をプレゼンいただき、

全国の企業さまとのマッチングに繋げます！

日時： 2024年

１月３１日（水）１３：３０～１５：４０

■会場：オンライン（Zoom）での開催
となります。

■対象：全国の企業さま

■申込：以下URLよりお申込ください。
https://cms.cpriver.jp/seminar/
view?seminar_id=470

■申込期限：
2024年１月31日開催当日まで

お申込はこちらから

企業版ふるさと納税制度の概要説明

内閣府

福島県内自治体によるプレゼンテーション

福島県内１０自治体（予定）

企業版ふるさと納税制度活用のポイント

株式会社カルティブ
企業版ふるさと納税コンサルタント 小坪 拓也 氏

PROGRAM プログラム

お問合せ

※各プログラムの内容は変更となる場合がございます。

このような企業さまにオススメです。

「企業版ふるさと納税に関心がある／検討している」

「地方自治体との新たなパートナーシップを構築したい」

「福島に縁があり、社会貢献を行いたい」

「福島復興や地方創生に貢献したい」

QRコードからの

お申込も可能です ⇒

https://cms.cpriver.jp/seminar/view?seminar_id=470


通常の寄附

企業版ふるさと納税のメリット

【主催】 株式会社東邦銀行 【共催】 福島県

【後援】 内閣府、株式会社カルティブ

【運営協力】

企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）とは？

地方公共団体の地方創生プロジェクトに対し、企業が寄附を行った場合に、寄附額の最大６割 が法

人関係税から税額控除される制度です。損金算入と合わせると、約９割の法人関係税が軽減されます。

＊本セミナーの内容等は、予告なく変更となる場合がございますので、あらかじめご了承ください。

＊参加費は無料ですが、通信費は参加者のご負担となります。

＊ご提供いただいた個人情報は、法令及び内部規則に基づき、厳重に管理保管いたします。なお、ご提供いただいた情報は、本

セミナーの運営及び今後のセミナーや関連するサービスのご案内・提供に利用させていただきます。

＊企業版ふるさと納税による寄附が、東邦銀行との融資取引等の条件になることはありません。

＊企業版ふるさと納税による寄附を行わないために、東邦銀行との融資取引等においてお客さまが不利益を受けることはありません。

＊「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

例：1,000万円寄附すると、約900万円の法人関係税が軽減

【出典】 企業版ふるさと納税リーフレット（内閣府）

【参考】 企業版ふるさと納税リーフレット（内閣府）

社会貢献
企業としてのPR効果

地方公共団体との新たな

パートナーシップ
の構築

地域資源などを活かした

新事業展開

ご留意事項

株式会社JTBふるさと開発事業部、river地域支社（中央コンピューターサービス株式会社、
株式会社ユーメディア、株式会社新朝プレス、NE株式会社、株式会社新東通信、株式会社エッグ、
株式会社サイバーレコード、株式会社九州教育研修センター）

損 金 算 入 税 額 控 除 企業負担

約３割 最大６割 約１割

企業版ふるさと納税

寄附額


